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広島県情報公開・個人情報保護審査会（諮問 30（個）第４号） 

 

第１ 審査会の結論 

広島県教育委員会（以下「実施機関」という。）が本件審査請求の対象となっ

た自己情報部分開示決定で不開示とした情報のうち，「○○学級懇談会まとめ」

の「○○教諭の欄外の朱書き」欄の記載内容（以下「教諭の記述内容」という。）

を開示すべきである。 

 

第２ 審査請求に至る経過 

１ 開示の請求 

審査請求人は，平成30年２月26日，広島県個人情報保護条例（平成16年広島県

条例第53号。以下「条例」という。）第10条第１項の規定により，実施機関に対

し，「○○」に係る公務災害認定請求について，次の情報の開示の請求をした。 

（１）調査票 様式２ ３（６）業務負荷の状況についての添付書類（○○と○○

の記名押印入り）１枚 

（２）用務に関する資料（提出に変更する旨書いてあるもの） 

（３）関連資料追加⑬○○学級懇談会まとめＨ○○.○.○ 

（４）様式４ 記入要領２①～⑨ 

（５）必要書類一覧（差替え分） 

（以下（１）に係る請求を「本件請求１」，（２）に係る請求を「本件請求２」，

（３）に係る請求を「本件請求３」，（４）に係る請求を「本件請求４」，（５）

に係る請求を「本件請求５」といい，本件請求１から本件請求５までを「本件請

求」と総称する。） 

 

２ 本件請求に対する決定 

実施機関は，本件請求１に対し「『（様式２）精神疾患等の公務起因性判断のた

めの調査票』３（６）」（以下「本件対象情報１」という。）を，本件請求２に対

し「用務に関する資料①及び②」（以下「本件対象情報２」という。）を，本件請

求３に対し「○○学級懇談会まとめ」（以下「本件対象情報３」といい，本件対

象情報１から本件対象情報３までを「本件対象情報」と総称する。）を特定の上，

本件対象情報１のうち「３（６）業務負荷の状況についての所属部局の意見及び

職場関係者の証言等（付け加え）」の具体的な内容部分，本件対象情報２のうち

「用務に関する資料②」において教頭が説明を加えた部分及び本件対象情報３の

うち所属長が意見を記述した部分（以下「本件不開示情報」という。）は条例第

14条第７号の不開示情報に該当するとして自己情報部分開示決定（以下「本件処

分」という。）を行い，平成30年３月９日付けで審査請求人に通知した。 

また，本件請求４及び本件請求５に対し自己情報開示決定を行い，審査請求人

に通知した。 

 

３ 審査請求 
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審査請求人は，平成30年４月10日，本件処分を不服として，行政不服審査法（平

成26年法律第68号）第２条の規定により，実施機関に対し審査請求を行った。 

 

第３ 審査請求人の主張要旨 

１ 審査請求の趣旨 

本件処分を取り消し，開示を求める。 

 

２ 審査請求の理由 

審査請求人が，審査請求書，反論書及び口頭による意見陳述で主張している審

査請求の理由は，おおむね次のとおりである。 

（１）公務災害は本人申請であり，所属から本人控えとしてもらったものに黒塗り

の添付書類が付いていた。 

○○○教育委員会への提出締切は平成○○年○月○日であり，事務員→校長

→教頭→事務員→○教委へ提出されたにもかかわらず，管理職二人の黒塗り

の添付書類の日付が平成○○年○月○日になっており，地方公務員法違反に

当たる不正行為に当たるのではないか。 

（２）条例第14条第７号に「本人に知られることを予期していないものであり」と

いう条文自体が存在しない。 

公務災害は本人申請であり，公務災害の手続にも「被災職員と連携しながら

添付書類を補完し」とある。よって，申請時点では，被災職員本人に知られ

ることを予期しないものを作成してはならないと解される。 

（３）当該部分は，事務員→校長→教頭→事務員を通して平成○○年○月○日に〇

〇〇教育委員会に提出されたものであり，黒塗りの部分は○○○教育委員会提

出後の○月○日に作成されたものである。よって，所属長，教頭経過後に○○

○教育委員会○○指導主事のところで添付されたものであり，明らかな地方公

務員法違反である。 

（４）被災職員本人はその時点で所属長の事情聴取録を入手しており，事実ととも

に所属長の証言も事情聴取録で述べていることを基に記載するよう依頼して

おり，事実のみ記載するよう依頼していない。 

（５）健康福利課へ提出したとしてもらった本人控えと，実際に健康福利課へ送付

されたものが異なっており，平成○○年度の福利調整係担当者のはからいで，

元々の書類を受け付けてもらったのが事実である。実際に地方公務員災害補償

基金広島県支部（以下「基金広島県支部」という。）に確認をとったところ，

二つ存在しているため「調査の対象になった」とのことである。 

（６）公務災害認定請求については，基金広島県支部において審査中である。 

 

第４ 実施機関の説明要旨 

実施機関が弁明書及び口頭による意見陳述で説明する本件処分を行った理由

は，おおむね次のとおりである。 

１ 本件処分の対象となった文書の法的根拠について 
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（１）公務災害認定手続について，地方公務員災害補償法（昭和42年法律第121号。

以下「法」という。）及び同法施行規則（昭和42年自治省令第27号。以下「施

行規則」という。）に基づき定められた地方公務員災害補償基金業務規程（昭

和42年地基規程第１号。以下「規程」という。）において，療養補償を受けよ

うとする者は，公務災害又は通勤災害の認定の請求書を任命権者を経由して支

部長に提出しなければならない旨（規程第７条第１項），また，当該請求書に

は，当該災害が公務又は通勤により生じたものであるかどうかを認定するため

に必要な事項を記載した書類を添え，災害が第三者の行為によって生じたもの

であるときは，その事実，第三者の氏名及び住所を記載した書類を添えなけれ

ばならない旨（規程第７条第３項）規定されている。 

（２）また，公務災害認定を行う際の公務上外の判断に当たって，平成24年３月16

日付け地基補第63号地方公務員災害補償基金補償課長発出の通知で「精神疾患

等の公務起因性判断のための調査要領」を定め，平成24年４月１日以後に受理

する精神疾患等に係る公務災害認定請求事案については，当該調査要領を参考

に，迅速かつ適正な調査を行うよう求めている。 

上記規程及び調査要領を踏まえ，実施機関において公務災害認定手続を担当

する管理部健康福利課は，手続に遺漏が無いよう，提出すべき書類をまとめ

た「必要書類一覧」を作成し，公務災害認定請求者に手交している。 

（３）本件処分の対象となった文書は，上記「必要書類一覧」に沿って提出された

ものであり（そのうち，本件対象情報３は，「その他関連資料（メモ等）」に該

当するものとして提出されたものである。），本件不開示情報が記載された文書

は，所属長を経由した際に添付され，○○○教育委員会を通じて提出されたも

のである。 

（４）本件不開示情報が記載された文書のように，公務災害認定請求者から提出さ

れた文書や所属長を経由した際に添付された参考資料や意見等については，あ

えてこれらを除いて受理するような取扱いを行っている訳ではなく，これらも

含めて地方公務員災害補償基金（以下「基金」という。）に提出するのが通常

の事務の流れである。 

（５）したがって，本件不開示情報が記載された文書もあらかじめ定められた公務

災害認定請求手続の過程で正当に提出された書類といえるものであって，管理

部健康福利課では，これらを適法な提出書類として基金広島県支部に提出し，

当該支部においても受理している。 

 

２ 本件不開示情報の条例第14条第７号該当性について 

（１）本件不開示情報が記載された文書の記載内容は，同僚等の証言や，所属長及

び教頭（以下「所属長等」という。）と公務災害認定請求者である審査請求人

との間で事実の経過について，認識の齟齬があるとして所属長等が自己の認識

内容について述べたものである。 

（２）災害の公務上外の認定に当たっては，正確な事実関係の把握が当然不可欠で

あるが，そのためには，公務災害認定請求者からの一方的な見解だけではなく，
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一連の事実経過について認識し得た所属長等の見解や第三者の証言も踏まえ，

より正確な事実関係を把握した上で検討しなければならないことは当然であ

る。 

しかし，本件不開示情報を開示すれば，今後，同種の事案について公務災害

認定請求があった際，所属長等が，関係当事者からの批判や所属での無用の

混乱をおそれ，所属長等が認識している事実関係等について率直な記述を行

うことをちゅうちょし，公務災害認定請求者に不利になる記述を意図的に忌

避したり，証言をした第三者が自らの証言に対する公務災害認定請求者との

人間関係が損なわれることなどを懸念するあまり，当該第三者が，自身の把

握している災害発生に係る事実関係について情報提供を行うことをちゅうち

ょするなど，公正な公務災害認定を実施していく上で必要となる正確な事実

関係を把握することが困難となる。 

（３）本件請求の対象となった公務災害の認定請求事案（以下「本件事案」という。）

は，基金広島県支部において災害の公務上外の審査中のため，本件不開示情報

を開示することにより，今後の公務災害認定請求に係る調査の適正な遂行に支

障を及ぼすおそれがある。 

（４）したがって，本件不開示情報は，将来の同種の事案に係る公務災害認定の事

務処理の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある情報といえ，条例第14条第７

号の不開示事由に該当する。 

 

３ 「審査請求の理由」欄（第３の２（１））に記載されている事項について 

当該主張の主旨は，本件不開示情報が記載された文書は，審査請求人本人の知

らないところで，後から勝手に添付されたものであるから不当である，というこ

とであると推測されるが，管理職である所属長等がその立場で意見等を記述し，

添付したものであり，それらの添付書類もあえて除くことなく適正に受理されて

いることからすれば，審査請求人の批判は当たらない。 

 

第５ 審査会の判断 

１ 本件請求１から本件請求３までについて 

本件請求１から本件請求３までは，審査請求人が公務災害認定請求に係り提出

した調査様式の資料等に記載された保有個人情報の開示を求めるものである。 

実施機関は，本件不開示情報について，条例第14条第７号の不開示情報に該当

するとして本件処分を行ったため，以下，その妥当性について検討する。 

 

 ２ 本件処分の妥当性等について 

（１）公務災害認定請求に係る事務手続について 

公務災害認定請求に係る事務手続について実施機関に確認したところ，おお

むね次のとおりであった。 

ア 被災職員は，公務災害認定請求書を作成し，所属（本件事案であれば学校）

及び任命権者（実施機関を指す。以下同じ。）を経由して基金広島県支部に
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提出することとなっている。 

イ 所属においては，被災職員から提出された請求書の「１ 被災職員に関す

る事項」欄及び「２ 災害発生状況」欄に記載された内容について，事実

の調査等を行い，所属部局の長の証明を付して，任命権者に送付する。 

ウ その際，通常，所属において証明するために必要な資料があれば，調査の

上，所属が追加する。 

なお，追加資料については，被災職員に確認の上追加される場合もあれば，

意見の齟齬がある場合に所属の認識を示すために所属のみで作成する場合

もある。 

エ 基金は，法第45条第１項に基づく認定業務を行う場合，同条第２項に基づ

き任命権者の意見を聞かなければならないこととされており，任命権者で

は，提出された公務災害認定請求書及び添付資料を基に，被災状況等を確

認し，任命権者としての意見を付して基金広島県支部へ関係書類を提出す

る。 

オ 基金広島県支部は，公務災害認定請求書及び添付資料の一式を受理し，「災

害」が公務により生じたものであるかどうか内容を審査し，認定を行って

いる。 

なお，基金は，地方公共団体等に代わって地方公務員の災害に対する補償

の迅速かつ公正な実施を確保するために設けられた機関であり，基金広島

県支部が必要に応じて事実調査や医学的意見を聴取することもあれば，基

金広島県支部の求めに応じて所属，各市町教育委員会及び任命権者が協力

し，添付資料の不備の補完や事実関係の調査，関係者からの聴取を行うこ

ともある。 

（２）本件不開示情報の条例第14条第７号該当性について 

ア 条例第14条第７号について 

条例第14条第７号は，県の機関等が行う事務又は事業に関する情報であっ

て，公にすることにより，当該事務又は事業の性質上，当該事務又は事業

の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるものについて不開示とすること

を定めたものであり，その判断に当たっては，実施機関に広範な裁量を与

えるものではないと解するのが相当である。 

すなわち，「支障」の程度については，単に名目的なものでは足りず，実

質的なものであることが必要であり，「おそれ」の程度についても，抽象的

な可能性では足りず，当該事務又は事業の適正な遂行に支障を生じること

について，具体的な蓋然性が認められなければならない。 

イ 条例第14条第７号該当性について 

（ア）当審査会において，本件対象情報を見分したところ，本件対象情報１は，

業務負荷の状況について公務災害認定請求者である審査請求人の主張並

びに所属長等及び教諭の意見等が記載された文書及び当該文書中の当該

意見等の記載内容について教頭が説明を加えた文書，本件対象情報２は，

用務に関する資料及び当該資料において審査請求人が記載した内容につ
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いて教頭が同僚等の証言とともに説明を加えた文書，本件対象情報３は，

学級懇談会について記載された文書及び当該文書中に審査請求人が朱書

きした内容について校長が見解を記載した文書でそれぞれ構成されてい

ることを確認した。 

実施機関は，本件不開示情報を開示した場合，所属長等が関係当事者か

らの批判や所属での無用の混乱をおそれ，認識している事実関係等につい

て率直な記述を行うことをちゅうちょし，公務災害認定請求者に不利にな

る記述を意図的に忌避したり，証言をした第三者が自らの証言に対する公

務災害認定請求者との人間関係が損なわれることなどを懸念するあまり，

当該第三者が，自身の把握している災害発生に係る事実関係について情報

提供することをちゅうちょするなど，公正な公務災害認定を実施していく

上で必要となる正確な事実関係を把握することが困難となる旨説明する。 

（イ）まず，本件対象情報１及び本件対象情報２について，実施機関は教頭が

具体的な説明を加えるため記載した内容を不開示としているが，これらの

文書は教頭が所属部局の意見として作成したものと認められ，開示するこ

とにより外部からの圧力等がかかることについては管理職員としての受

忍義務の範囲内のものと認められる。このため，当該記載内容を開示する

ことにより管理職員たる教頭が事実関係等について率直な記述を行うこ

とをちゅうちょする又は認定請求者に不利になる記述を意図的に忌避す

る蓋然性があるとまでは認められない。 

しかしながら，本件対象情報２に含まれる同僚等の証言に係る記載内容

については，開示されることが前提となれば，同僚等の職場関係者等が災

害発生に係る事実関係について情報提供を行うことをちゅうちょするな

ど，公務災害認定を実施していく上で必要となる正確な事実関係を把握す

ることが困難となるおそれがあると認められる。 

（ウ）次に，本件対象情報３について，当審査会では，審査請求人による本件

事案に係る別の審査請求事案（諮問30（個）第２号）を審査しており，当

該審査請求事案において対象となった保有個人情報である公務災害認定

請求書を見分する限り，審査請求人は本件事案に係る校長の対応を問題と

していること，本件対象情報３は校長と審査請求人との間に事実の経過に

ついて認識の齟齬があるとして校長が自己の認識内容について述べた文

書であると認められることからすれば，本件対象情報３は，校長が本件事

案における当事者としての立場から弁明を行うために作成した文書であ

ると認められる。 

このような場合においては，管理職としての立場を説明することは当然

であると考えられ，実施機関が説明するような，本件対象情報３に係る本

件不開示情報を開示した場合に，校長が関係当事者からの批判等をおそれ，

認識している事実関係等について率直な記述を行うことをちゅうちょす

る又は公務災害認定請求者に不利になる記述を意図的に忌避する蓋然性

があるとまでは認められない。 
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（エ）ところで，審査請求人は，被災職員が知らない文書が添付されているな

ど，事務手続が適正に行われていない旨主張しており，その主張に一定の

理解はできる。 

しかしながら，基金は，補償の請求を受けたときは，請求原因である災

害が公務又は通勤により生じたものか否かを速やかに認定する責務があ

り，上記（１）のとおり，所属及び公務災害認定請求者において必要書類

の整備を行うが，このことをもって所属が当該請求者の意向と異なる認識

を示す文書を整備することを妨げるものではない。 

また，当該公務災害の認定審査中に本件不開示情報を開示することによ

り，記載内容に不満を抱く外部の者からの批判や干渉等の影響を受け，実

施機関における調査や資料の整備に係る事務の迅速かつ公正な実施が妨

げられるおそれがあることは否定できない。 

これらの事情を踏まえると，本件不開示情報を開示することにより，所

属長等が事実関係等について率直な記述を行うことをちゅうちょし，実施

機関が正確な事実関係を把握することが困難となるといったおそれは認

められないものの，本件事案が認定審査中であること等を踏まえれば，当

該情報を開示することにより，実施機関における公務災害認定請求に係る

事務の迅速かつ公正な遂行に支障が生じるおそれがあると認められる。 

ただし，本件対象情報３に係る本件不開示情報のうち，教諭の記述内容

は，審査請求人本人が知り得る情報と認められ，校長が当該記述内容につ

いて何らかの見解を述べたことも既に明らかとなっていることからすれ

ば，公務災害認定の事務処理の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある情

報とまでは認められない。 

（オ）したがって，本件不開示情報のうち，教諭の記述内容を除く情報は条例

第14条第７号の不開示情報に該当すると認められ，実施機関がこれを不開

示としたことは妥当であるが，教諭の記述内容については，条例第14条第

７号の不開示情報に該当するとは認められないため，実施機関はこれを開

示すべきである。 

 

３ 審査請求人のその他の主張 

審査請求人はその他種々主張するが，いずれも当審査会の上記判断を左右する

ものではない。 

 

４ 結論 

以上により，当審査会は，「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。 

 

第６ 審査会の処理経過 

当審査会の処理経過は，別記のとおりである。 
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別 記 

審 査 会 の 処 理 経 過 

年 月 日 処 理 内 容 

30.８.１ ・諮問を受けた。 

30.12.20 

（平成30年度第９回） 
・諮問の審議を行った。 

31.１.23 

（平成30年度第10回） 

・実施機関及び審査請求人から本件処分に対する意見を聴

取した。 

・諮問の審議を行った。 

31.２.27 

（平成30年度第11回） 
・諮問の審議を行った。 

31.３.19 

（平成30年度第12回） 
・諮問の審議を行った。 
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